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米国 Advanced Electrolyte Technologies LLC の持分買い増し（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26 年 12 月 18 日開催の取締役会において、以下のとおり、Advanced Electrolyte 

Technologies LLC（米国ﾐｼｶﾞﾝ州。以下「AET」）の持分を買い増し、同社を子会社化することを決議い

たしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 持分買い増しの理由 

AETは、平成 23年 12月に当社とｻﾞ・ﾀﾞｳ・ｹﾐｶﾙ・ｶﾝﾊﾟﾆｰ（The Dow Chemical Company。米国。

社長：Andrew N. Liveris。以下「ﾀﾞｳ」）との折半出資により設立された、ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池向け

電解液の製造販売会社です。 

同社は、平成 23年 12 月に米国、平成 24年 6 月に中国で、それぞれ電解液製造販売の子会社を

設立し、海外における生産・販売体制の構築を進めています。 

今回の子会社化は、当社がﾀﾞｳの持分 50%のうち 20%を買い増すことで、AETと当社の電池材料事

業との一体運営を強化し、事業の更なる拡大を図っていくものです。今後、需要増が見込まれる

車載用ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池向けを中心に、研究開発・生産・販売等でのｼﾅｼﾞｰをより一層発揮するこ

とで拡販やｺｽﾄﾀﾞｳﾝを推し進めていきます。 

 
 
２． AETの概要 

(1)名称 Advanced Electrolyte Technologies LLC 

(2)所在地 28345 Beck Road, Suite 306, Wixom, MI 48393, U.S.A. 

(3)代表者 President & CEO 高橋俊充 

(4)事業内容 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電池向け電解液の製造及び販売 

(5)出資金 95 百万 US ﾄﾞﾙ 

(6)設立年月 平成 23年 12月 

(7)大株主及び持分比率 宇部興産㈱50%、ﾀﾞｳ 50% （持分買い増し前） 

(8)上場会社と当該会社の

関係 

資 本 関 係 当社の 100%子会社が AET の持分 50%を保有してい

ます。   

人 的 関 係 当社から取締役 2 名（非常勤 2 名）、執行役員 1

名を派遣しています。持分買い増し後は取締役 3

名（非常勤 3名）・執行役員 2名となります。   

取 引 関 係 営業上の取引関係があります。    

※経営成績及び財政状態につきましては、取得先との守秘義務契約により非公開とさせていただきます。 
 
 

 



３．持分取得の相手先の概要 

(1)名称 The Dow Chemical Company 

(2)所在地 2030 Dow Center  Midland,Michigan 48084, U.S.A. 

(3)代表者の役職・氏名 Andrew N. Liveris  President, CEO 

(4)事業内容 Chemical 

(5)資本金 6,961 百万 US ﾄﾞﾙ 

(6)設立年月日 1897年 5月 18日 

(7)純資産 27,924百万 US ﾄﾞﾙ 

(8)総資産 69,501百万 US ﾄﾞﾙ 

(9)大株主及び持株比率 Capital World Investors 84,348,256株(6.9%)、 

BlackRock, Inc.66,827,7007 株(5.5%) 

(10)上場会社と当該会社の

関係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません 

 

４．取得前後の出資持分の状況 

(1)異動前の出資持分 50% 

(2)買い増し分 20% 

(3)異動後の出資持分 70% 

※取得価額につきましては、取得先との守秘義務契約により非公開とさせていただきます。 

 

５．日程 
(1)取締役会決議日 平成 26年 12月 18 日 

(2)契約締結日 平成 26年 12月 18 日    

(3)持分譲渡実行日 平成 26年 12月 22 日    

 
６．今後の見通し 
 平成 27 年 3 月末をめどに、更にﾀﾞｳより 10.5％の持分を買い増し、当社出資比率は 80.5%とな

る予定です。 
 なお、本持分取得が平成 27 年 3 月期の連結業績に与える影響は軽微です。 

 
 

以 上 
 


